
第３次計画の指標項目の推移

指標の名称
当初値

H30年度
R2年度 R3年度 R4年度

目標値

（年度）
指標の説明

施策１ 消費者被害の救済

（１）道による消費者被害の救済

「消費者ホットライン188」を知っていると答えた消費者の割合 27.9% 37.4% 34.8% 46.9% 70.0% 消費生活モニターのうち、「消費者ホットライン188」を知っていると答えた人数の割合

道の消費生活相談員研修参加割合 100.0% 33.3% 100.0% 100.0% 100.0% 道立消費生活センターの消費生活相談員のうち研修を受講した相談員の割合

（２）市町村の消費生活相談処理に対する支援

消費生活センター人口カバー率 91.2% 91.5% 91.6% 91.6% 90.0% 全道人口に対する市町村の消費生活センターがカバーする地域人口の割合

消費生活相談員資格保有率 43.1% 43.5% 33.8% 35.4% 60.0% 道内の消費生活相談員のうち、消費生活相談関係の資格を保有している人数の割合

市町村の消費生活相談員一人当たり平均研修参加回数 3.35(H29) 3.03 3.05 3.54 3.5 市町村の消費生活相談員一人当たりの研修会等を受講した回数

市町村職員一人当たりの平均研修参加回数 0.63(H29) 0.32 0.29 0.26 1.0 消費生活相談に従事する市町村（兼務）職員一人当たりの研修会等を受講した回数

施策２ 消費者教育の推進

（１）消費者教育の推進

「社会への扉」等を利用した授業実施学校割合 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 道内の国公立高校のうち、「社会への扉」を利用した授業を実施した学校の割合

関係機関と連携した消費者教育実施学校割合 64.8% 58.1% 54.9% 65.2% 70.0%
道立高校のうち、消費者教育に関する取組を実施している団体等と連携

し、生徒が体験的に事例等を学ぶ消費者教育を実施した学校の割合

高齢者消費者被害防止セミナー開催回数 10 3 2 4 10 道が実施する、高齢者消費者被害防止セミナーの開催回数

（２）消費生活に関する啓発･情報提供

メールマガジン「消費者ほっとメール」登録者数 1,065 1,177 1,192 1,227 1,500 メールマガジン「消費者ほっとメール」の登録者数（各年3月31日現在）

センターニュース「きらめっく」発行 6 6 6 6 6 道立消費生活センターの広報誌「きらめっく」の発行回数

（３）消費者市民社会の形成

「エシカル消費」の言葉及び内容を知っていると回答した消費者の割合 8.6% 11.4% 14.8% 33.2% 50.0%
消費生活モニターのうち、「エシカル消費」の言葉及び内容を知っている

と回答した人数の割合

施策３ 見守りネットワークの推進と消費者団体との連携

（１）地域における消費者被害防止に向けた連携体制の構築

地域消費者被害防止ネットワークに関する活動状況実態調査の実施回数 0 1 1 1 1 地域消費者被害防止ネットワークに関する活動状況実態調査の実施回数

地域消費者被害防止ネットワーク市町村人口カバー率 86.8% 86.6% 86.7% 86.9% 90.0%
全道人口に対する地域消費者被害防止ネットワークを組織している市町村

の人口の割合（人口は各年１月1日現在の住民基本台帳登録者数）

北海道消費者被害防止ネットワークニュース発行回数 6 6 6 6 6 北海道消費者被害防止ネットワークニュースを発行した回数

地域消費者被害防止ネットワーク活動休止組織数 12(H28) 10 9 7 0 地域消費者被害防止ネットワークの活動を休止している組織の数

（２）消費者意見の反映と消費者団体との連携･活動促進

消費生活モニターアンケート調査の実施回数 1 2 2 2 2 消費生活モニターアンケート調査の実施回数

消費生活地域協議会の開催回数 3 4 4 4 4 消費生活地域協議会の開催回数

施策５ 消費者の安全･安心の確保

（２）食品の安全性の確保

食品衛生監視指導計画に基づく立入検査実施率 113.0% 68.0% 66.0% 166.0% 100.0%
食品衛生法に基づき、道が毎年度策定する監視指導計画の立入検査予定数

に対する実施件数の割合

北海道HACCP自主衛生管理認証制度による認証施設数 226 302 359 396 420 食品等事業者のうち、北海道HACCP自主衛生管理認証制度による認証を取得した施設の数

（３）価格安定対策

価格動向調査実施回数 12 12 12 12 12 消費生活モニターによる価格動向や需給状況の調査の実施回数

年末年始における物価等対策 1 1 1 1 1 消費生活モニターによる年末年始における価格動向や需給状況の調査の実施回数

資料２参考


